
資料３－１

・平成 19年地価公示に基づく地価動向について（概括） 
平 成 19 年 3 月 2 3 日 

国土交通省土地・水資源局 

平成１９年１月１日時点の地価公示によると、平成１８年１月以降の１

年間の地価動向は、三大都市圏においては上昇し、地方圏においては下落

幅は縮小したものの引き続き下落となった。その結果、全国平均で見ると、

住宅地及び商業地ともに１６年ぶりにわずかな上昇となったが、これは地

点数の多い三大都市圏及び地方ブロック中心都市の上昇が押し上げたもの

である。 

１ 景気回復・都心回帰の動きの中、三大都市圏及び地方ブロック中心都

市を中心に、それぞれの地域全体の平均が上昇となったが、これは、高

級住宅地、ブランド力の高い地域や鉄道新線沿線の地域等利便性・収益

性の高い限られた一部地域における高い上昇が地域全体の平均を押し上

げたものである。                         

あまた、マンション・オフィス需要の増大や不動産証券化市場の規模の

拡大が地価の上昇傾向に寄与していると考えられる地域が見られた。先

行きについては、今後の景気・金利動向、マンション分譲価格の設定を

含めた供給側の動向やそれに対する需要側の動向、マンション・オフィ

ス賃料の動向の影響などに留意すべきである。 

２ 地方中心都市等においても、都市再生・地域再生の取り組み、市街地

整備や交通基盤整備等による利便性・収益性の向上を反映して、上昇地

点が現れ、又は増加している地域もあったが、その他の地域においては、

おおむね下落幅は縮小しているものの依然として下落が続いた。 

このように、今回の地価公示に基づく地価動向は、総じて見れば、三大

都市圏及び地方ブロック中心都市の一部に地価の上昇傾向が見られる一

方、地方圏では引き続き下落傾向が見られるが、先行きについては、景気・

金利動向、需給バランスの動向の影響などに留意すべきである。 

 

  



 

平成 19 年地価公示に基づく地価動向について（圏域別） 

 

平成１９年３月２３日 

国土交通省土地・水資源局 

Ⅰ  全国 

・ 平成１８年１月以降の１年間の地価変動率は、全国平均で住宅地

０．１％、商業地２．３％となり、平成３年以来１６年ぶりにわず

かな上昇となった（地価変動率の中央値は、住宅地△０．８％、商

業地△０．６％であり、過半数の地点は下落であった。）。 

 

Ⅱ 三大都市圏 

・ 三大都市圏では、平均で住宅地２．８％、商業地８．９％上昇し、

住宅地は平成３年以来１６年ぶりの上昇、商業地は２年連続して上

昇となった（地価変動率の中央値は、住宅地１．９％、商業地６．

５％であった。）。 

・ 景気回復が続く中、マンション・オフィス需要の増大や不動産投資

の拡大を背景として、各圏域の中心都市を中心に上昇傾向が現れ、

特に、ブランド力の高い地域や高級住宅地、高度に商業業務機能が

集積した地区においては、局所的に３０％、４０％を超える地点が

現れたが、それらの圏域内全地点数に占める割合は、住宅地にあっ

ては０．２％程度、商業地にあっては３％程度であり、極めて限定

された地域である。 

・ 都心部に近接した地域及び都心部への接近性・交通利便性や収益

性の高い地域においては、上昇地点が見られたが、それ以外の相

対的に利便性・収益性が劣る地域では、下落となった。 

 

１．東京圏 

(1) 住宅地 

・ 東京圏では、平均で３．６％上昇し、平成３年以来１６年ぶりに上

昇となった（地価変動率の中央値は２．３％であった。）。 

・ 東京都区部は、都心回帰の動きや旺盛なマンション需要、不動産投



資の拡大等を背景として上昇傾向が見られた。特に、港区、渋谷区

では、局所的に３０％、４０％を超える高い上昇率を示す地点が見

られたが、これはブランド力や利便性が特に高い高級住宅地である

とともに、商業地域背後の用途の多様性を備えた希少性によるもの

である。なお、このような地点は、圏域内全地点数の０．５％程度

と極めて限定的なものである。 

・ 東京都区部都心部の地価水準を過去の地価水準と比較すると、おお

むね昭和５９年頃の水準である。 

・ また、足立区、守谷市で３０％を超える上昇地点が見られたが、こ

れはつくばエクスプレスの開業等の鉄道新線の影響によるもので

ある。 

・ 都下郊外部においては、都心と結ぶ鉄道沿線の駅周辺地域を中心

に、三鷹市、武蔵野市、立川市等において、また、川崎市、横浜市、

千葉市、さいたま市等においても、平均で上昇となったが、これは

駅周辺の利便性を背景とした住環境の優れた地域でのマンション

需要の増大等により上昇地点が増加したためである。 

・ 圏域縁辺部においては、下落幅は縮小したものの依然として下落が

続いているが、これは、通勤・通学の利便性の劣る地域や相対的に

宅地需要の低迷が続いている地域である。 

 

(2) 商業地 

・ 東京圏では、平均で９．４％上昇し、２年連続して上昇となった（地

価変動率の中央値は８．０％であった。）。 

・ 渋谷区、港区等の高度商業地においては、局所的に３０％、４０％

を超える高い上昇地点が見られたが、これは景気回復が続く中、企

業のオフィス需要の増大や不動産投資の拡大等を背景として、利便

性・収益性が向上したためである。なお、このような地点は、圏域

内全地点数の２％程度と限定的なものである。 

・ 東京都区部都心部の地価水準を過去の地価水準と比較すると、昭和

５５年頃の水準である。 

・ 都下の郊外部では、立川市、調布市、武蔵野市等が平均で上昇と

なったが、これは都心と結ぶ鉄道沿線の拠点都市を中心に繁華性、

収益性等が向上したためである。 



・ 横浜市、川崎市及び川口市が平均で上昇となったが、これは駅周辺

の再開発事業等で繁華性、収益性等が向上したからである。 

・ 都心に近い浦安市及び市川市、千葉市では２年連続して平均で上昇

となり、さいたま市等でも平均で上昇となったが、これはマンシ

ョン需要やマンション建設による集客力期待等を背景としたもの

である。また、地域の商圏の中心となるその他の中核都市及び都

心とこれらを結ぶ地域では、平均で上昇となった。 

・ 守谷市で２０％を超える地点が見られ、２年連続して平均で上昇

となったほか、つくばみらい市が平均で上昇となったが、これら

は、つくばエクスプレス開業の影響である。 

・ 圏域縁辺部では、下落幅は縮小したものの依然として下落が続い

ているが、これは郊外型大規模商業施設の進出等の影響により既

存商業地の集客力の減退等が進んでいるためである。 

 

２ 大阪圏 

(1)住宅地 

・ 大阪圏では、平均で１．８％上昇し、平成３年以来１６年ぶりにわ

ずかな上昇となった（地価変動率の中央値は１．７％であった。）。

・ 都心回帰の動きの中、大阪市、京都市及び神戸市といった圏域の中

心都市では平均で上昇となったほか、伝統的な高級住宅地等におい

ては１０％を超える上昇率を示す地点も見られたが、これは圏域内

全地点数の１％程度と限定的なものである。 

・ 阪神地域では芦屋市、西宮市等が、郊外部では高槻市、茨木市、堺

市等が平均で上昇となったが、これは大阪都心への接近性・生活利

便性や住環境に優れた地域で上昇地点が増加したためである。 

・ 京都市近隣では向日市、長岡京市等が平均で上昇となったが、

これは利便性や住環境に優れた地域に需要が顕在化してきたた

めである。 

・ 圏域縁辺部では、下落幅は縮小したものの依然として下落が続

いているが、これは都心部から遠く利便性が劣る住宅地への需

要減退によるものである。 

 

 



 (2) 商業地 

・ 大阪圏では、平均で８．３％上昇し、２年連続して上昇となった（地

価変動率の中央値は５．０％であった。）。 

・ 大阪市では、北区、中央区、西区等で上昇傾向を強め、平均で上昇

となったほか、大阪駅周辺や御堂筋沿いの地域では局所的に

３０％、４０％を超える上昇率を示す地点も見られたが、これは、

オフィス需要の大きい駅周辺の再開発等の進展等により繁華性、収

益性等が向上したためである。なお、このような地点は、圏域内全

地点数の２％程度と限定的なものである。 

・ 大阪市中心６区の地価水準を過去の地価水準と比較すると、昭和

４９年以前の水準である。 

・ 京都府では、京都への観光誘客が好調であること等を背景として、

京都市の中京区、下京区等で２年連続して平均で上昇となったが、

これは繁華性が高い地域や優良なオフィス街周辺で上昇傾向を強

めたからである。このほか、京都市近接の向日市、長岡京市等で平

均で上昇となったが、これは駅前等の整備による利便性等の向上の

ためである。 

・ 兵庫県では、神戸市が平均で上昇となったが、これは景気回復に伴

うオフィス需要の増大を背景として、神戸市の市内中心部の高度商

業地域で上昇地点が増加したためであり、このほか、阪神地域等で

平均で上昇となったが、これは大阪市への接近性・交通利便性に優

れた都市で上昇地点が増加したためである。 

・ 圏域縁辺部では、下落幅は縮小したものの依然として下落が続い

ているが、これは郊外型大規模商業施設の進出等の影響により既

存商業地の集客力の減退等が進んでいるためである。 

 

３ 名古屋圏 

(1)住宅地 

・ 名古屋圏では、平均で１．７％上昇し、平成３年以来１６年ぶりに

わずかな上昇となった（地価変動率の中央値は０．９％であった。）。

・ 名古屋市では、上昇地点が増加し、２年連続して平均で上昇となっ

たが、これは景気回復が続く中、利便性や住環境の優れた地域で需

要が顕在化してきたためであり、このほか西三河地域と同地域と名



古屋市の中間に位置する尾張東部地区においても上昇地点が増加

し、平均で上昇となった市町が増加したが、これは好調な地域経済

を背景とした堅調な住宅需要によるものである。 

・ 名古屋市では１０％を超える上昇率を示す地点も見られたが、これ

は伝統的な高級住宅地や利便性・住環境に優れた優良住宅地に限定

されている。 

・ 圏域縁辺部では、依然として下落が続いているが、これは名古屋市

までの交通利便性が劣る地域や相対的に宅地需要が低迷している

地域である。 

 

(2) 商業地 

・ 名古屋圏では、平均で７．８％上昇し、２年連続して上昇となった

（地価変動率の中央値は２．４％であった。）。 

・ 名古屋市では、名古屋駅周辺や栄地区周辺で３０％、４０％を超え

る上昇率を示す地点が見られたが、これは超高層ビルの建設が進

み、事務所等の集積が高まった地域や繁華性、収益性等が高まって

いる地域に限定されている。 

・ 名古屋市の地価水準を過去の地価水準と比較すると、昭和４９年以

前の水準である。 

・ 岡崎市、豊田市等が平均で上昇となったが、これは主として好調

な地域経済を背景としたものである。 

・ 圏域縁辺部では、下落幅は縮小したものの依然として下落が続い

ているが、これは郊外型大規模商業施設の進出等の影響により既

存商業地の集客力の減退等が進んでいるためである。 

 

Ⅲ 地方圏 

１．住宅地 

・ 地方圏全体では、平均で△４．２％が△２．７％となり、３年連続

して下落幅が縮小した。 

・ 地方ブロックの中心都市のうち、札幌市は２年連続、福岡市は平成

４年以来１５年ぶりに平均で上昇となった。また、仙台市若林区及

び広島市中区においては、平均で上昇となった。特に、札幌市及び

福岡市では、２０％を超える上昇率を示す地点も見られた。 



・ その他の地方中心都市でも、市街地整備や交通基盤整備等のまちづ

くりの取組みにより、岡山市等は平均で上昇となったほか、金沢市

や松山市で上昇地点が現れた。 

・ その他の地方都市では、長野県軽井沢町で高級別荘地としての需要

の高まり等により上昇となったほか、沖縄県恩納村等で観光振興に

よる上昇地点が見られた。 

・ これらの地域以外では、人口減少の影響等により、郊外部を中心に

需給が緩んでいること等を背景として、依然として下落している。

 

２．商業地 

・ 地方圏全体では、平均で△５．５％が△２．８％となり、３年連続

して下落幅は縮小した。 

・ 地方ブロックの中心都市では、札幌市は２年連続、仙台市及び広島

市は平成３年以来１６年ぶり、福岡市は平成４年以来１５年ぶりに

平均で上昇となった。特に、札幌市、仙台市及び福岡市の一部では

３０％超える上昇率を示す地点も見られたが、これは繁華性、収益

性等が向上したためである。 

・ その他の地方中心都市でも、中心市街地活性化や交通基盤整備等を

背景として、静岡市、浜松市、岡山市及び松山市が平均で上昇とな

った。また水戸市、長野市、金沢市で市街地開発事業や駅前区画整

理事業等により、上昇地点が現れた。 

・ その他の地方都市では、新幹線開業期待によるホテル需要等を背景

として、函館市で上昇地点、高岡市で横ばい地点が現れた。また、

東広島市で駅前区画整理事業等により上昇地点が現れたほか、太宰

府市等で観光振興により上昇地点が現れた。 

・ これらの地域以外では、中核的大規模施設の撤退、郊外型大規模商

業施設の進出等の影響により、依然として下落している。 

 

 

 

 


